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 日本共産党は、障害者自立支援法による応

益負担は「障害者と家族に大幅な負担増を強

い、サービス利用の断念や施設からの退所、

施設経営の悪化など深刻な問題をひきおこ

す」と導入当初から指摘し、応益負担の撤回

と市独自の軽減策の実施を求めました。 
浦安市もその後ついに独自の軽減措置に踏

み切りましたが、これ自体、制度の矛盾を認

めたことになります。 
 
 
今、国は法改定案を国会に提出しています。

３月議会で再度、市として自立支援法の廃止

を国に求めるよう要求。市当局は「市の取り

組みに国が追随しようとする動きも見られ

る、その動向などを注視したい」との答弁に

止まり、きっぱりと廃止を求める姿勢は示し

ませんでした。 
障害者自立支援法は、国が社会保障予算削

減をもくろむなかでつくられたものであり、

改定案もサービスなしには生きられない本人

や家族に負担を求める本質は変わっていませ

ん。市は国にきっぱり廃止を求めるべきです。 

「子どもを預かってもらえるなら、すぐに

でも働きたい」「働かねば家計がきびしい」な

ど保育園入所を希望する声は切実です。市は

こうした声に答えるかのような説明で今年度

から「認証保育所制度」を導入します。この

ための予算は７４００万円です。 

 

 

 

認証保育所は施設面積や職員配置などの基

準を市が独自に定め、その基準を満たした保

育園には補助金を交付するしくみです。認可

保育所に比べて基準が緩和され、営利企業の

保育所も補助対象となります。 

ところが営利を優先するために保育の質が

落ちる典型的事例が続出。すでに首都圏で導

入された認証保育園では、職員の架空申請に

よる補助金の不正受給や突然の閉園など問題

が噴出しています。いま貧困と所得格差の広

がりで、保育園入所を希望する家庭が急増し

ています。安心して子どもを預けられるよう

認可保育所を公的責任で増やす事こそ待機児

解消の抜本的対策ではないでしょうか。 

 松崎市長は２１年度施政方針演説で「国と県が本市にと

って範を示す存在でない」などと強調し「国を変えていく

つもりで市政運営を推進していく」と力説しました。 

しかし、３月議会を通して見えてきたものは、生活弱者 

に目を向けない国の構造改革路線への追従です。 
 


